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本稿は，日本企業における新収益認識基準の影響を多面的に分析することで，その適用によるコストとベ
ネフィットを具体化し，その影響についての整理を行うことを目的としている。分析の結果，①金額的影響
については，少なくとも損益に関しては大きくはなく，「重要性等に関する代替的な取扱い」に関する処理
の影響も小さいこと，②基準適用によるコストとしては，監査費用やシステム変更などのコストが多くかかっ
ており，さらに有価証券報告書への収益に関する記述量は増加しているが，基準を利用した利益調整が行わ
れる可能性は低いため，情報利用者が会計情報を加工するコストは低いこと，③ベネフィットとしての比較
可能性については，基準適用後の状況も把握している監査人からは，国内外の比較可能性が損なわれるよう
なことはないという意見が見られたこと，④それ以外のベネフィットとして，取引実態をより適切に表すよ
うになったことや，企業内外の利用者の収益への理解が高まったことなどが観察された。この研究には，基
準 29 号の適用後レビューとしての役割，および，将来の会計基準設定に対する示唆を提供することが期待
される。
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This paper conducts a multifaceted analysis of the costs and benefits of implementing the new revenue 
recognition standard in Japanese companies. The findings reveal that （1） the financial impact on profits is 
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minimal, with only minor effects observed due to alternative treatments based on materiality; （2） while 
there are increased costs related to audit fees and system changes, along with expanded revenue 
disclosures in financial reports, the likelihood of earnings management is low, keeping information 
processing costs for users manageable; （3） auditors reported no adverse impact on the comparability of 
financial statements between domestic and foreign companies; and （4） additional benefits include 
improved representation of transaction substance and enhanced understanding of revenue recognition 
among both internal and external stakeholders. This study served as a post-implementation review of this 
standard and provides valuable insights for future accounting standard setting.
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Ⅰ　問題意識

本稿の目的は，新収益認識基準の適用によって生じるコストやベネフィットを具体化し，それがもたらす
影響についての整理を行うことである。

2018 年 3 月 30 日，企業会計基準委員会（以下，ASBJ）より企業会計基準第 29 号「収益認識に関する
会計基準」（以下，「基準 29 号」）が公表された。基準 29 号は，2014 年に国際会計基準審議会（以下，
IASB）が公表した国際財務報告基準第 15 号「顧客との契約から生ずる収益」（以下，IFRS15）に相当する（米
国基準では Topic606 に相当する）会計基準であり，2021 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度より強制適
用されている。

IFRS15 との国際的収斂を念頭に置いた基準 29 号は，基準の適用に際し生じうるコスト・ベネフィット
について言及している。具体的には，この基準の公表にあたって，ASBJ ［2018a］ は「経営管理及びシステ
ム対応を含む業務プロセスを変更する必要性が生じる」，「より長期の準備期間を想定して適用時期を定める
必要がある」（157 項）と金銭的・時間的コストに言及している。また，ASBJ ［2020］ は「IFRS 第 15 号と
整合性を図る便益の 1 つである国内外の企業間における財務諸表の比較可能性の観点から，IFRS 第 15 号
の基本的な原則を取り入れる」（97 項）と言及しており，基準の適用が比較可能性の確保というベネフィッ
トをもたらしうることを示唆している。

しかし，基準 29 号の適用によるコスト・ベネフィットは，具体的にどのようなものであり，誰が負担・
享受したのかについては未だ明らかになっていない。これに関して，IASB の適用後レビュー（Post-
implementation Review：e.g. IASB ［2023］ ）はその目的として，新基準の適用によって提供される情報が，
利害関係者に対して基準設定主体の意図通りに影響を与えたかを評価することと説明しており，事後的にコ
スト・ベネフィットについて検討することには一定の意義があると言えよう（1）。

コスト・ベネフィットを検討するにあたって，本稿では Napier and Stadler ［2020］ のフレームワークを
用いる。Napier and Stadler ［2020］ は，新収益認識基準の適用がどのような主体に，どのような影響をも
たらしうるのかについて分析するためのフレームワークを提供し，それぞれについて，監査人等へのインタ
ビュー分析など複数のソースから IFRS15 が与えた影響に関する証拠を入手している（詳細は第Ⅱ節を参照）。
本稿の目的に照らすと，新基準の影響を網羅的に整理している彼らのフレームワークを用いることで，コス
ト・ベネフィットを効果的かつ効率的に観察できるものと判断した。

本稿による分析の結果は，以下の四点に要約できる。第一に，金額的影響については，少なくとも損益に
関しては大きくはなく，「重要性等に関する代替的な取扱い」に関する処理の影響も小さいことである。第
二に，基準適用によるコストとしては，監査費用やシステム変更などのコストが多くかかっており，さらに
有価証券報告書への収益に関する記述量は増加しているが，基準を利用した利益調整が行われる可能性は低
いため，情報利用者が会計情報を加工するコストは低いものと考えられることである。第三に，ベネフィッ
トとしての比較可能性については，基準適用後の状況も把握している監査人からは，国内外の比較可能性が
損なわれるようなことはないという意見が見られたことである。第四に，それ以外のベネフィットとして，
監査人に対するインタビュー調査から，①収益認識が精緻化されたことにより，取引実態をより適切に表す
ようになったこと，②既存の取引を見直す契機となったこと，③内部利用者である経理担当者・経営者の収
益認識ないし企業実態に対する理解が高まったこと，④外部利用者である投資家の収益への理解が高まった
という見解が入手できたことである。

本稿の結果から，次の 2 つの示唆が得られるものと考える。第一に，基準 29 号に対する「適用後レビュー」
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としての示唆である。本稿では，ASBJ が当初想定していたコスト・ベネフィットと参照可能なコスト・ベ
ネフィット項目の特定化を試みており，このことが基準 29 号の導入の適否に関する議論の一助となること
が期待される。第二に，今後の基準設定への示唆である。本稿が具体的なコスト・ベネフィットを多面的な
証拠から解明したことは，今後の基準を設定する際の材料となりうる。たとえば，IFRS15 と基準 29 号の
相違点である「重要性等に関する代替的な取扱い」が比較可能性を阻害しない可能性があると明らかにした
ことは，今後の会計基準の国際的収斂のあり方に関する議論への示唆を与えうるだろう。

以降の構成は次のとおりである。第Ⅱ節では関連研究のレビューを行う。第Ⅲ節で本稿のリサーチ・デザ
インと分析サンプルを示し，第Ⅳ節で検証結果を提示する。そして第Ⅴ節で結論と今後の課題を述べる。

Ⅱ　先行研究のレビュー

新収益認識基準の適用がもたらす直接的な影響として，まず考えられるのは，基準が財務諸表数値にどの
ような影響を及ぼすのかという点である。この点に関して，たとえば，Kabir and Su ［2022］ は，オースト
ラリアとニュージーランドの企業が公表する 2019 年決算までの開示資料を調査している。その結果，サン
プル企業の多くは，IFRS15 が財務諸表数値に対して影響を及ぼさなかったか，または重要な影響がなかっ
たと報告していることを示した上で，影響があると報告した企業については，取引価格の測定や本人・代理
人の区分など様々なチャネルによる影響があったことが指摘されている。Onie et al. ［2023］ もオーストラ
リア証券取引所に上場している企業をサンプルとして同様の結果（ほとんどの企業で影響は大きくないこと）
を確認した上で，金額的影響について業界ごとのトレンドが見られたわけではないこと，また，基準の適用
方法として，ほとんどの企業が，より簡素化された開示方法である「累積アプローチ（cumulative 
approach）」を選択していることを報告している（2）。日本では，基準 29 号の金額的影響について，塚原他 

［2022］ が 2022 年 3 月期決算企業を対象とし，有価証券報告書の記述を分析している。分析の結果，売上
高・売上原価・販売費及び一般管理費に対してはある程度の負の影響があるものの，損益に対してはほとん
ど影響がない企業が多いことを確認している。

続いて，財務諸表数値にもたらした変化以外の影響に目を向けると，新基準の適用が，財務諸表の作成主
体（企業）および利用者（投資者など）の行動・評価にどのような影響を及ぼしたのかという点が考えられ
る。この点に関し，中村他 ［2022］ は，企業に対するアンケート調査結果をもとにした検証を行い，基準
29 号が財務諸表の比較可能性および意思決定有用性を向上させると企業が考えているという証拠は得られ
なかったとしている。

また，財務諸表利用者（市場）の評価に関する代表的な研究としては，次の研究が挙げられる。Myers et 
al. ［2022］ は，Topic606 の適用によって，経営者の裁量の程度が増加することになるが，忠実な表現（faithful 
representation）が低下することはなく，報告利益の価値関連性が高まっていることを示している。Hinson 
et al. ［2024］ は，Topic606 を適用した開示により，カテゴリーごとに収益情報を分けて表示すること（3）が，
アナリストの売上予測精度を高めることを報告している。他方，先述した Onie et al. ［2023］ は，IFRS15
の適用が収益・利益剰余金に与える重要性が大きかった企業について，IFRS15 の適用前の価値関連性はそ
うでない企業に比して低く，新基準への移行後にも改善はみられなかったとしている。

このように，新基準の適用がもたらす効果（影響）は，財務諸表数値そのもののみならず，財務諸表の作
成主体の行動や利用者の評価・意思決定にも及ぶことが示唆される。これに関し，Napier and Stadler ［2020］ 
は，新基準の適用（より一般的に基準の新設・改正により生じうる様々な影響）がどのような主体に，どの
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ような影響をもたらしうるのかについて，［A］ 会計（財務報告）への影響，［I］ 情報利用者への影響，［C］ 
資本市場への影響，［R］ その他の企業行動への影響，に整理できるとし，分析を行う上での枠組みを提示し
ている。また，同研究においては，STOXX Europe 50 （4）のヨーロッパ企業を対象に，それぞれについて，
①アニュアル・レポート，②コメントレター （5），③監査人等へのインタビューをソースとし，IFRS15 の適
用がもたらす多面的な影響を捕捉することを試みている。その結果，一部の業種を除き，IFRS15 が収益の
認識・測定に対して与えた影響は小さく，IFRS15 の導入を機に，企業がビジネスモデルの見直しを行うこ
とはあまり想定されないことが示されている。

以上で示した先行研究について，Napier and Stadler ［2020］ に基づくフレームワーク（図 1）を基礎と
して整理すると，日本（基準 29 号）に関する先行研究の蓄積状況としては，［A］ 会計（財務報告）への影響，

［I］ 情報利用者への影響に関する知見は一部入手できているといえる。ただし，基準の総合的な適用効果（コ
スト・ベネフィット）について議論するためには，より体系的・多面的な調査に基づいた証拠の蓄積が必要
であると考えられ，このような観点でみたとき，筆者らの調査の及ぶ範囲において，十分な量の研究蓄積が
あるとは言いがたい。

さらに，基準 29 号は IFRS15 との国際的収斂を念頭に置きつつも，これまでわが国で行われてきた実務
等に配慮すべき項目がある場合には，比較可能性を大きく損なわせない範囲で，「重要性等に関する代替的
な取扱い」（ASBJ ［2018b］, 第 92 項－第 104 項）を採用することが認められている。ここでいう「重要性
等に関する代替的な取扱い」とは，基準 29 号が想定する原則的な処理方法を採用しないことができること
を意味しているため，IFRS15（Topic606）と厳密に同一の会計処理が必要とされるとは限らない（6）。したがっ
て，先行研究の結果と同様の傾向が見られるかどうかは，実証的課題であるといえよう。

以上から，基準 29 号がもたらすコスト・ベネフィットを広く捕捉するという観点から，Napier and 
Stadler ［2020］が示したフレームワークを活用しつつ，基準 29 号がもたらす多面的影響を複数のソース
に基づいて調査することに，一定の意義が見いだされると考えられる。

出典：Napier and Stadler ［2020］ p.479 を一部修正。

図 1　Napier and Stadler ［2020］ に基づく新会計基準導入の影響に関するフレームワーク
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Ⅲ　リサーチ・デザインと分析サンプル

本稿では，基準 29 号が各種利害関係者にもたらしたコスト・ベネフィットについて把握するため，
Napier and Stadler ［2020］ に基づき，①有価証券報告書による分析，②コメントレターによる分析，③イ
ンタビューによる分析を行う。

まず①については，基準 29 号適用後の 2022 年 3 月から 2023 年 2 月までに決算を迎えた日本の上場企
業のうち，有価証券報告書（日本基準）を公表しており，「収益認識に関する会計基準」「企業会計基準第
29 号」の記述が存在している企業 3,623 社を対象とした。記述情報は，株式会社アイ・エヌ情報センター
の有価証券報告書検索データベース eol から，財務データは株式会社 QUICK が提供する Astra manager よ
りそれぞれ取得した。②については，「企業会計基準公開草案第 61 号『収益認識に関する会計基準（案）』
等の公表」（2017 年 7 月）によせられた団体等コメント 52 件を対象とした記述（7）を分析した。③につい
ては，新基準の適用時に監査業務に従事していた監査人へのオンラインによるインタビューの結果を分析し
ている（8）。

これらの分析結果をもとに，図 1 に示したフレームワーク（9）のうち，［A］ 会計（財務報告）への影響，［I］ 
情報利用者への影響，［R］ その他の企業行動への影響について検討する（10）。

Ⅳ　調査結果

1．［A］ 会計（財務報告）への影響
本稿で依拠するフレームワークでは，会計（財務報告）への影響は，「（A1）認識の変更」「（A2）測定の

変更」「（A3）表示の変更」「（A4）開示の変更」の 4 つに細分化される。そのため，これらの観点によって，
複数のソース（有価証券報告書，コメントレター，インタビュー）から入手した証拠を整理する。

まず，有価証券報告書をソースとして，認識・測定の観点（A1，A2）から，収益認識基準の変更による
利益剰余金への影響額（ΔRE：利益剰余金の変化額 / 株主資本），売上高・営業収益への影響額（ΔR：売
上高・営業収益の変化額 / 売上高・営業収益），当期純利益への影響額（ΔP：当期純利益の変化額 / 売上高・
営業収益）を調査した結果を示す（表 1）。ΔRE，ΔR，ΔP は Napier and Stadler ［2020］ が用いた影響額
を捕捉するための変数と同様に定義している。また，各項目への影響額は，有価証券報告書「経理の状況」
における「会計方針等の変更」においてなされた記述情報をもとに，手収集を行っている。

平均値を見ると，ΔRE は 0.60％，ΔR は 4.50％，ΔP は 0.10％である。なお，Napier and Stadler ［2020］ 
が報告する結果（本稿の表中では示していない）によれば，ΔRE，ΔR，ΔP は，それぞれ，1.88％，0.72％，
0.16％であり，必ずしも同様の傾向といえるわけではない。ただし，中央値については，ΔRE は 0.00％，

表 1　日本企業における会計（財務報告）への影響

　 N mean median min max Δ＞0 Δ＝0 Δ＜0

ΔRE（Δ利益剰余金 / 株主資本） 3,583 0.60％ 0.00％ 0.00％ 93.00％ 514 2,248 821

ΔR（Δ売上高・営業収益 / 売上高・営業収益） 3,603 4.50％ 0.20％ 0.00％ 604.50％ 495 1,441 1,667

ΔP（Δ当期純利益 / 売上高・営業収益） 3,603 0.10％ 0.00％ 0.00％ 29.30％ 702 2,283 618
（注）�Napier and Stadler ［2020］ に倣い，金額への言及がない，または「影響は軽微」と表示するのみで具体的な金額を示していない

サンプルは，Δ＝0 に含めている。
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ΔR は 0.20％，ΔP は 0.00％であり，Napier and Stadler ［2020］ と同様の傾向（それぞれ，0.05％，0％，
0％）にある。したがって，この点に関しては類似の傾向にあると推定できる。これと併せて，ΔRE およ
びΔP については，「影響がない（Δ＝ 0）」と報告する企業数が最も多いことから，特に損益に与える金額
的な影響は総じて大きくないとする傾向にあることが窺える。

続いて，コメントレター分析からは，開示（A4）について，収益に関する注記の記載が多くなることで，
財務諸表全体のバランスが損なわれる懸念が表明された（11）ほか，注記事項および表示に関して，作成者の
コストと有用性を考慮すべきであるとするコメント（12）が観察された。これらのコメントは，財務諸表の作
成者側のコストを強調したものであると解釈できよう。

最後に，インタビュー調査からは，次のことが明らかとなった。第一に，認識・測定（A1・A2）に潜在
的に大きな変化が生じうる業種・取引として，自動車は有償支給取引，建設は工事契約，小売は本人・代理
人取引，ポイント・返金取引，商社・広告代理店は本人・代理人取引，出荷基準から「みなし着荷基準（13）」
への認識の変化，機械製造業は「預り売上（14）」に対する会計処理の認識の変化が指摘されたほか，ソフトウェ
ア開発を含む工事契約，変動対価取引の認識時点への影響が生じたとする回答を得た（15）。

測定に関しては，本人・代理人取引，有償支給，有償受給，リベートの測定に対する変化が指摘された。
また，財務諸表数値への影響については，必ずしも大きくないという見解，とくに利益（損益）に対する影
響額はわずかであることが強調され，変更をもたらす金額的な影響については，「重要性基準に引っかかる
ほどではない」との回答も入手した。

一方で，基準 29 号を適用するにあたって，基準に適合するように取引内容を一部見直したこと（「みな
し着荷」「預り売上」）や，仕訳レベルでの認識時点の調整がなされるなどの影響が生じたこともまた指摘さ
れた。よって，財務諸表数値自体には直接的な影響はなくとも，既存の取引の見直し等がなされたという意
味での変化は企業にもたらされたといえる。

第二に，表示（A3）に関する影響としては，貸借対照表における表示区分の変更（受取手形と売掛金の
表示の分離，契約資産・契約負債の表示）がなされたとの回答を得た。

第三に，開示（A4）に関しては，すべての回答者より，開示量が増えたとの回答を入手した。具体的には，
①財務諸表作成段階で，どこまで開示すれば良いのか，どこまで細分化するのかという点について，企業の
経理担当者との相談が増えた，② 5 ステップでの収益認識の記述を行う関係上，会計方針の開示量が増加し，
開示の仕方についてクライアントとの議論が増えた，③注記への開示量の増加，契約資産の集計（特に建設
業），セグメントごとの表示方法などについての影響に関して議論がなされ，特に初年度の負担が大きかっ
たとする回答を得た（16）。

第四に，「重要性等に関する代替的な取扱い」については，その金額的な影響は必ずしも大きくないとい
う点が指摘されるとともに，ほとんどの企業においては出荷基準を継続していることが指摘された。

以上，会計（財務報告）への影響をまとめると，次の通りである。第一に，基準 29 号が財務諸表に直接
的にもたらした金額的な影響については，必ずしも大きくない傾向にある。第二に，有価証券報告書におけ
る表示に一部影響を及ぼしており，とくに注記の記述量は多くの会社で増加している。また，注記量の増加
に際しては，経理担当者と監査人との間での議論・調整の機会をもたらしたとともに，財務諸表の作成段階
での取引の見直しなどの契機となったとすることもまた指摘される。第三に，「重要性等に関する代替的な
取扱い」について，その金額的な影響は大きくないとする回答を得ることができた。
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2．［I］ 情報利用者への影響
前項と同様に，情報利用者への影響は，「（I1）内部利用者の理解可能性」「（I2）外部利用者の理解可能性」

「（I3）会計（財務報告）への影響の事前伝達」の 3 つに細分化して，主に，コメントレターとインタビュー
から入手した証拠を整理する。

内部利用者に対する影響（I1）としては，インタビュー調査から，全体として，経理担当者・経営者の収
益認識に対する理解が高まったことがわかった。たとえば，経理担当者は，監査人からの依頼等により，会
計処理や内部統制に係るポジション・ペーパー（17）を作成すること等を通じて，収益認識に関する詳細な検
討を行っていた。特に，その過程でレベニュー・ストリーム一覧を作成・確認すること等がこの理解に貢献
していると推察される（18）。また，内部調査によって，現場とのコミュニケーションが深まったことも，理
解を深める一因となったと考えられる。さらに，監査人が新基準適用前から，経営者とも新たな収益認識基
準についてコミュニケーションをとっていたことから，収益認識に対する経営者の理解を促すことになった。

外部利用者に対する影響（I2）としては，インタビューにおいて，少なくとも監査人の立場から，投資家
の収益認識に対する理解は高まったであろうという回答を得ている。コメントレターの分析によると，企業
側からは，複雑な取引を描写することから比較可能性が損なわれることが懸念されていたが（19），監査人の
立場からは，取引内容が会計方針や注記において詳細に開示されたことから，収益関連の情報はより有益な
ものになったと判断されていた。ただし，新基準について外部利用者が完全に理解をしているかについては
不安があるという回答もあった。

また，収益の純額・総額の変更に関する外部利用者への具体的な説明の機会として，IR 説明会を利用し
て企業が投資家とコミュニケーションをとっていることも指摘されたが，新基準適用前にそのようなことを
実施したかどうかについてはインタビューで確認できなかった（I3）。さらに，インタビュー調査からは，「重
要性等に関する代替的な取扱い」は外部利用者にとって理論的には財務諸表数値の比較可能性を阻害する要
因ではあるが，実質的には，当該取り扱いによって，IFRS15 と基準 29 号，また，同業他社との財務諸表
数値の比較可能性が損なわれるようなことはないというコメントがあった。

3．［R］ その他の企業行動への影響
これまでの項と同様に，その他の企業行動への影響は，「（R1）実施・適用コスト」「（R2）契約の修正」「（R3）

行動への影響」「（R4）規制への影響」「（R5）税および配当への影響」「（R6）その他の影響」の 6 つに細分
化して，主に，コメントレターとインタビューから入手した証拠を整理する。ただし，契約の修正（R2）
および規制への影響（R4）については，いずれのソースからも確認できていない。

まず，実施・適用コスト（R1）について，コメントレターの分析からは，内部統制などの社内の制度づ
くりや IT システムへの対応などに多くの費用と労力がかかることが予想されていた（20）。また，これまで客
観性が高いとされてきた売上金額に比べ，基準適用後の売上金額には相当の見積り要素が含まれており，そ
れに対する関係者の理解と売上金額の配分等の実務が収斂するまでに，ある程度の時間と経験を要すること
が指摘されていた（21）。

さらに，インタビュー調査からは，実際に金銭的・時間的コストが多くかかったことが示された。たとえ
ば，企業内の取引調査のためのコスト（人件費，コンサルティング費用など）や監査費用，システム変更の
コストなどが発生していたとされる。また，これまでは収集していなかったデータ（たとえば，未充足の履
行義務の残高など）を外部に公表するために，正確な数値を作成するための労力がかかったとされる。一方
で，「重要性等に関する代替的な取扱い」の採用によって，企業が負担するコストが削減されている可能性
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も指摘された。
あるサービス業においては，履行義務の充足時点を決定するにあたり，それまで曖昧であった作業完了時

点を明確化するために，取引相手との間で検収書等の様式を変更したケースもあったとされるが，これは行
動への影響（R3）に該当するものと考えられる。

また，税や配当に与える影響（R5）は，インタビュー調査からは，ほとんどないであろうとされた。つ
まり，基準 29 号が適用されたからといって，収益の計上時点を大幅にずらすといったようなことは行われ
なかったようである。ただし，上述のように，それまで「出荷基準」により認識していた収益を，基準 29
号の適用により「みなし着荷基準」で認識するように，認識時点を変更した企業もあったとされ，行動への
影響（R3）は確認されている。

最後に，その他の影響（R6）を基準適用によるキャッシュ・フローへの影響と考える場合，インタビュー
調査によれば，新基準が導入されたからといって企業のキャッシュ・フローを変動させる行動は見られず，
収益の認識時点を意図的に変更するなどによる利益の調整を行ったことはほぼなかったとされた。

Ⅴ　結論と課題

本稿の目的は，新収益認識基準の適用によってもたらされるコスト・ベネフィットを具体化し，その影響
についての整理を行うことであった。結果は，以下の通りとなる。

まず，金額的影響については，少なくとも損益に関しては大きくないものと結論付けることができる。こ
の結果は，Napier and Stadler ［2020］ や塚原他 ［2022］ と整合的である。また，「重要性等に関する代替的
な取扱い」に関する処理の影響も小さい。

次に，基準適用によるコストとしては，監査費用やシステム変更などのコストが多くかかっており，さら
に有価証券報告書への収益に関する記述量は増加している。ただし，基準を利用した利益調整が行われる可
能性は低いため，意思決定の際に情報利用者が会計情報を加工するコストは低いものと考えられる。

一方，ベネフィットとしての比較可能性については，基準適用前のコメントレターからは「重要性等に関
する代替的な取扱い」を理由に，特に国外との比較可能性を懸念する声があった。しかし，基準適用後の状
況も把握している監査人からは，国内外の比較可能性が損なわれるようなことはないという意見が見られた。
それ以外にも，監査人に対するインタビュー調査から，①収益認識が精緻化されたことにより，取引実態を
より適切に表すようになったこと，②既存の取引を見直す契機となったこと，③内部利用者である経理担当
者・経営者の収益認識ないし企業実態に対する理解が高まったこと，④外部利用者である投資家の収益への
理解が高まったという見解が入手できた。 

以上の結果をもとに考察すると，基準 29 号の適用による金額的影響は小さいものの，ASBJ が想定して
いる金銭的・時間的コストは企業が相当程度，負担したものと考えられるが，「重要性等に関する代替的な
取扱い」がそのコストを和らげているものと推察される。一方で，ASBJ が期待するベネフィットとしての
比較可能性については，基準適用前のコメントレターからは，「重要性等に関する代替的な取扱い」の存在
が国外企業との比較可能性に影響を与えると懸念する声もあったが，基準適用後のソースからは，国内外の
比較可能性が損なわれるようなことはないという意見が見られた。また，比較可能性という観点以外に，基
準 29 号は企業内外の利害関係者の収益に対する理解度を高めることや，取引の実態を適切にあらわすよう
になることなどのベネフィットがあることが確認された。もちろん，これらのベネフィットは比較可能性の
確保と無関係ではないものの，基準 29 号の適用自体に一定のベネフィットが存在することを示す証拠とな
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るだろう。
本稿の検証結果から，次の 2 つの示唆が得られる。第一に，基準 29 号に対する「適用後レビュー」とし

ての示唆である。本稿では，基準設定主体たる ASBJ が当初想定していたコスト・ベネフィットと参照可能
なコスト・ベネフィット項目の特定化を試みた。このことが，基準 29 号の導入の適否に関する議論の一助
となることが期待される。第二に，今後の基準設定への示唆である。本稿が具体的なコスト・ベネフィット
を多面的な証拠から解明したことは，今後の基準を設定する際の材料となりうる。たとえば，基準 29 号の
開発の目的の 1 つである比較可能性の確保について，IFRS15 と異なる「重要性等に関する代替的な取扱い」
がそれを阻害しない可能性があると明らかにしたことは，今後の会計基準の国際的収斂のあり方に関する議
論への示唆を与えうるだろう。

本稿の分析にもいくつかの課題がある。第一に，インタビュー調査の対象が監査人のみとなったことであ
る。現状の分析では，多くの企業を観察している監査人から基準 29 号適用の影響を聴取したが，より多面
的な影響を観察するには，財務諸表作成者および財務諸表利用者についてもインタビューする必要がある。
さらに，インタビュー調査はサンプルが限定的となるため，一般化可能性を確保するためにアンケート調査
を実施することで研究を拡張することも考えられる。第二に，Napier and Stadler ［2020］ のフレームワー
クのうち，資本市場への影響について検討していないことである。これに関して，第Ⅱ節で示した Myers 
et al. ［2022］ などの先行研究に見られるように，基準適用前後の会計数値とマーケットの指標との関係を
観察することによって，資本市場への影響にアプローチできるであろう。これに関しては今後の課題となる。

注
（1）	 適用後レビューの詳細については，辻川 ［2022］ を参照。
（2）	 Onie et al. ［2023］ によれば，オーストラリアでは，IFRS15 の適用方法について「累積アプローチ」と「遡及適

用アプローチ（retrospective approach）」の選択が認められており，「累積アプローチ」によれば，新基準の適用
に伴う影響を利益剰余金に反映させるのみであり，開示は最小限に留まる一方，「遡及適用アプローチ」が採用さ
れた場合には，前年の残高が再計算され，新基準の影響に関する詳細な開示が求められる。

（3）	 たとえば，財・サービスの種類，市場・顧客の種類，契約の種類，契約期間，販売チャネルなどを指す（FASB 
2014, 606-10-55-91）。

（4）	 STOXX Europe 50 は，ヨーロッパ圏の各業種の優良銘柄とされる 50 銘柄から構成される。
（5）	 2011 年 6 月に IASB から公表された公開草案「顧客との契約から生じる収益」（IASB ［2011］）に対して，STOXX 

Europe 50 の企業から寄せられたコメントレターを対象としている。
（6）	 たとえば，約束した財またはサービスが，顧客との契約の観点で重要性が乏しい場合には，当該約束が履行義務

であるかについて評価しないことができ（同 93 項），出荷時から商品または製品の支配が顧客に移転される時ま
でが「通常の期間」（通常は数日間）である場合には，出荷時から商品または製品の支配が顧客に移転される時ま
での間の一時点（たとえば，出荷日または着荷日）で収益を認識することができる（同 98 項）などの，IFRS15
には規定されない例外的な処理方法を採用することができる。

（7）	 企業会計基準公開草案第 61 号への個々の団体等のコメントの内容については，市川 ［2018］ を参照。
（8）	 実施日は，監査人Ａへは 2024 年 7 月 31 日，監査人Ｂへは 2024 年 8 月 27 日，監査人Ｃへは 2024 年 11 月 1

日である。なお，インタビュー調査票は，付録 1 に示している。
（9）	 各影響の例は，付録 2 に示している。
（10）	［C］ 資本市場への影響については，①～③のデータでは議論することができず，また Napier and Stadler ［2020］ 

でも検討していないことから，本稿の対象外とし，他の 3 項目の影響に焦点を当てる。［C］ を今後，どのように
検討するかについては第Ⅴ節で考察している。

（11）	日本貿易会のコメントレターより入手した。
（12）	日本建設業連合会のコメントレターより入手した。
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（13）	出荷後の一定期間の到来（たとえば 2 ～ 3 日後）をもって着荷・検収したとみなして収益を認識する実務のこと
を指す。

（14）	顧客からの注文・契約が存在していることから売上は計上するものの，商品の出荷は行っていない状態のもの。
（15）	取引への潜在的な影響の大きさについては，たとえば，基準適用にあたっての法人内研修の業種別ガイドライン

のボリュームにあらわれていたが，同時に（会計数値への）影響は限定的であったとの回答も得ている。
（16）	また，開示の仕方については，セグメント情報をベースとして考えることが多かったという回答も得られ，一か

ら開示を考えるということでもないとする回答も入手した。
（17）	ポジション・ペーパーとは，「自社グループの会計方針の検討過程を記録した資料」であり，「取引を切り口」と

して作成される。（太陽有限責任監査法人編 ［2021］ 79-80 頁および 126-127 頁を参照。）
（18）	レベニュー・ストリーム一覧とは，「企業グループまたは企業における収益の取引タイプ（レベニュー・ストリーム）

ごとに，収益認識の 5 つのステップにおける各論点を記載した一覧表」である。（太陽有限責任監査法人編 ［2021］
78-80 頁を参照）。

（19）	日本建設業連合会と西部瓦斯のコメントレターより入手した。
（20）	リース事業協会と日本クレジット協会のコメントレターより入手した。
（21）	プロネクサス総合研究所のコメントレターより入手した。
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付録 1　インタビュー調査票

Section 1：会計（財務報告）への影響
　　　①　�基準 29 号の導入による認識・測定・表示の変化はあったとお考えでしょうか。また，影響

の大きかった業種はあったとお考えでしょうか。
　　　②　�基準 29 号の導入による開示量の（大幅な）増加はあったとお考えでしょうか。
Section 2：情報利用者への影響
　　　①　�基準 29 号の導入によって，取引実態の表現が適切になることで，収益に対する内部利用者（た

とえば経営者）の理解が高まったとお考えでしょうか。
　　　②　�基準 29 号の導入によって，取引実態の表現が適切になることで，収益に対する外部利用者（た

とえば規制当局・投資家）の理解は高まったとお考えでしょうか。
Section 3：その他の企業行動への影響
　　　①　�基準 29 号の導入による企業の導入コストは高かったとお考えでしょうか。
　　　②　�基準 29 号の導入が企業の契約などに影響を与えたとお考えでしょうか（たとえば，契約自

体の明文化や取引のタイミングなど）。
　　　③　�基準 29 号の導入が税負担や配当支払いに影響を与えたとお考えでしょうか。
　　　④　�その他，基準 29 号が企業行動に影響を与えることはありうるとお考えでしょうか。
Section 4：重要性等に関する代替的な取扱い
　「重要性等に関する代替的な取扱い」を企業はなぜ適用するのでしょうか。

以上
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付録 2　 Napier and Stadler ［2020］ のフレームワークによる影響の例

影響の種類 例

A1： 認識の変更 リース資産のオンバランス計上，繰延費用の非認識など。

A2： 測定の変更 歴史的原価から公正価値への変化など。

A3： 表示の変更 その他包括利益での表示から当期純利益の計算過程の項目と
して表示に変化することなど。

A4： 開示の変更 キャッシュ・フロー計算書などの新しい計算書類の開示など。
会計基準ではなく，法律による要請であることも多い。

I1： 内部利用者の理解可能性
新しい基準が会計情報の内部利用者（経営者等）に取引のよ
り良い理解をもたらす可能性（取引実態の表現が適切になる
ことによる）。

I2： 外部利用者の理解可能性 外部利用者が取引への理解度を向上させる（損なう）可能性。

I3： 会計（財務報告）への影響の事前伝達 新しい基準に基づく財務情報の公表前に，［A］ 会計（財務報
告）への影響を事前にステークホルダーに伝える可能性。

C1： 株式市場への影響 追加情報の開示により投資家が将来キャッシュ・フローの金
額，時期，不確実性についての予想を修正すること。

C2： 債務市場への影響
新たな会計情報によりリスクの認識が変わる可能性があり，
その結果，借入コストやクレジット・デフォルト・スワップ
の価格設定が変わる可能性。

C3： 財政状態や業績の維持 or 改善圧力 圧力により，投資家や貸し手が経営業績を評価するために使
用する会計数値の変化がさらなる影響を引き起こす可能性。

R1： 実施・適用コスト コストが著しくかかる可能性や，認識・測定の簡素化や開示
の削減などを通じたコスト削減の可能性。

R2： 契約の修正 新しい基準が会計関連の債務契約条件に影響を及ぼす場合の
債務契約の修正がなされる可能性。

R3： 行動への影響
契約の変更では解決できない特定のビジネス慣行のために望
ましくない結果を新しい基準がもたらす場合，会社はその行
動を変更する可能性。

R4： 規制への影響 収益や利益に基づき，エンティティが特定の規制当局の管轄
内に入る（外れる）可能性。

R5： 税および配当への影響
会計数値が税負担や配当支払の基礎となる場合に起こりう
る，会計数値の変更が税および配当への行動へ影響を及ぼす
可能性。

R6： その他の影響
キャッシュ・フローに影響を与える報酬契約のような契約で
会計数字が使用される場合，キャッシュ・フローの変化も新
しい会計基準の実際の影響とみなされる可能性。

出典：Napier and Stadler ［2020］ pp.478-480 をもとに筆者作成。
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付録 3　Napier and Stadler ［2020］ と本稿の結果の比較表

影響の種類 Napier and Stadler［2020］の 
調査結果 本稿の調査結果

A1： 認識の変更 ほとんどの会社にとって軽微，い
くつかの会社には重大。

大きな金額的影響を受けていない。
また，「重要性等に関する代替的な
取扱い」に関する処理の影響も小。A2： 測定の変更

A3： 表示の変更 不明。 影響あり。

A4： 開示の変更 多くの会社で増加。 多くの会社で増加。

I1： 内部利用者の理解可能性 複雑な契約で影響あり。 経理担当者・経営者の収益認識に対
する理解が高まった。

I2： 外部利用者の理解可能性 影響ある可能性。 投資家の収益認識に対する理解は高
まった。

I3： �会計（財務報告）への影
響の事前伝達 いくつかの会社で重大な影響あり。 確認できず。

C1： 株式市場への影響 未調査。 未調査。

C2： 債務市場への影響 未調査。 未調査。

C3： �財政状態や業績の維持
or 改善圧力 未調査。 未調査。

R1： 実施・適用コスト 重大であり，特に通信会社で大き
い。

監査費用やシステム変更などのコス
トは多くかかった。「重要性等に関
する代替的な取扱い」の採用は，コ
スト削減の側面が大きい。

R2： 契約の修正 いくつかの会社で限定的にある。 確認できず。

R3： 行動への影響 いくつかの会社で限定的にある。 いくつかの会社で限定的にある。

R4： 規制への影響 規制企業で影響ある可能性。 確認できず。

R5： 税および配当への影響 影響ある可能性。 確認できず。

R6： その他の影響 影響ある可能性。 確認できず。

出典：Napier and Stadler ［2020］ p.500 をもとに筆者作成。


